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車車間通信による道路固定型ネットワークの構築

成 田 干 城† 春 名 恒 臣†

重 野 寛† 岡 田 謙 一†

リアルタイム走行支援を実現するには道路上に車車間通信のネットワーク環境を構築することが不
可欠である．しかしこれにアドホックネットワークのルート構築方式を適用する際に，構成したネッ
トワークは車両とともに移動してしまうことが問題となる．走行支援システムは位置に依存したサー
ビスも多いことに着目すると，特定道路区間内にとどまるような道路固定型のネットワークも必要で
あると考えられる．そこで本稿では車両間ではなく設定エリア内に維持される通信ルートの構築方式
を提案する．本方式は，まず速度の小さい車両をリーダとした車両グループを形成しグループ間ごと
に通信ルートを構築する．またグループ間でのルート発見において，ルート上の各車両の走行特性
データ（前ホップ相対速度＋加速度）の累積値をメトリックとして利用する．計算機シミュレーショ
ンによって評価を行い，サービスエリア長の拡大に対して既存方式ではパケット到着率が 80–20%ま
で大幅に低下するのに対し，提案方式では 80–70%と高い値を保つことが可能であると示された．
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It is indispensable for real-time Cruise-Assist to construct the network environment with
vehicle-to-vehicle communications on a road. On a routing of ad hoc networks, however, the
network moves with vehicles. This paper proposes the routing method which maintains the
communication route not between vehicles but in the setting area, since Cruise-Assist service
depends on a position. This paper proposes two phases that is the routing method using
Grouping Network Composition and Drive Characteristic Route Selection. I evaluate these
proposals by the computer simulation. I verified the effectiveness of the proposal method in
accordance with the packet arrival rate. The proposal shows the rate of 80–70% while the
existing shows 80–20%, when the service area scale is 200–1,200m.

1. は じ め に

ユビキタス社会の到来によってモバイル通信技術が

注目され，ITS（Intelligent Transport Systems：高

度交通システム）への取り組みがさかんに行われて

いる．

ITSでは事故情報や渋滞情報を車車間通信によって

伝達・配信することで詳細でリアルタイム性の高い情

報を取得する方式の検討などが行われている．しか

し安全運転を実現する走行支援システムのためには，

サービスを提供する道路上に信頼性が高く恒常的に利

用可能なネットワークを車車間通信によって構築する

† 慶應義塾大学大学院理工学研究科開放科学専攻
School of Science for Open and Environmental Systems,

Graduate School of Science and Technology, Keio Uni-

versity

必要がある．そこで移動端末のみで自律的に構成され

るアドホックネットワークの研究成果を車車間通信に

適用することがさかんに検討されている．

従来検討されてきた車車間通信へのアドホックネッ

トワークの適用では情報散布や車両間コミュニケー

ションを目的とし，車両間で通信ルートを構築し，車

両の移動にともない通信ルートも移動しながら利用す

るものである．つまりある位置で構成したネットワー

クは車両の移動とともにその位置から移動してしま

うことを意味する．しかし走行支援システムが特に必

要とされるのは，事故多発地点や高速道路の分・合流

地点など危険性の高い特定の道路区間である．そのた

め特定地点に設置された路側ユニットとの協調型のシ

ステムが想定され，その地点に固定的に車車間ネット

ワークを構築する必要がある．

特定の道路区間における走行支援システムでは，道
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路固定型のネットワークを構築する必要がある．そこ

で本稿では，ノード（車両）間ではなく設定エリア内

に維持される通信ルートの構築方式を提案する．本方

式は，速度の小さい車両をリーダとして車両をグルー

プ化しそのグループ間ごとにルートを構築することで

エリア内にルートをより長くとどめ，また各ルート構

築において車両の走行特性（相対速度・加速度）を利用

することでルート維持時間を向上させる．これにより

特定道路区間に対する恒久的な車車間通信ネットワー

ク環境の実現を目指す．

以下，2章では車車間通信へのアドホックネットワー

クの適用に関して現在行われている研究について述べ

る．3章では道路固定型ネットワークの定義や要求条

件について述べ，4章では提案方式についてグループ

化ネットワーク構成，走行特性ルート選択，データ転

送の 3点から述べる．5章では計算機シミュレーショ

ンによる結果を示し，その有効性を評価し，6章で結

論とする．

2. アドホックネットワークの適用

車車間通信でのプロトコルについて様々な研究が行

われており，アドホックネットワークのルーティング

方式の適用が検討されている．アドホックのルーティ

ングにはリアクティブ型，プロアクティブ型，さらに

位置情報を利用した位置ベース型6)がある．ノードの

移動性の高い ITS ではリアクティブ型や位置ベース

型の適用が主に考えられている．

文献 1)では市街地の環境において，位置情報を利

用した方式 GSR を提案し代表的なリアクティブ型

プロトコルである DSR（Dynamic Source Routing）

や AODV（Ad hoc On-Demand Distance Vector

routing）と比較し，パケット伝送率についてGSRや

AODVが有利であることや伝送遅延についてはGSR

が有利であることなどを示している．文献 2)では建

物など障害物のある交差点において効率的にルーティ

ングを行うために，交差点上にいることを周辺車両の

情報から検知し，中継ノードとして優先的に利用する

ことを提案しパケット伝送率を向上させている．

文献 8)では，車車間ネットワークにおける相対速度

を考慮したリアクティブルート構築方式が提案されて

いる．車車間での音声や画像データの伝送を目的とし

ており，高速移動する車車間ネットワークではトポロ

ジの動的変化が激しく，ルート維持変更にともなう制

御パケットの増大が通信帯域を圧迫することが問題で

あるとしている．そこで安定性の高いルート構築方式

の提案として，アドホックネットワークのリアクティ

ブルート構築方式の AODVのルート検索処理に車両

の相対速度情報を付加した方式が提案されている．

文献 3)では離れた領域へのデータ散布の方式とし

て，データのルーティング先に適したノードがいる場

合に転送するOpportunistic Forwarding 5)を適用し，

転送ノードを複数にすることを提案しパケット伝送率

を向上させている．

文献 7)では各車両が取得する道路情報を一定周期

でブロードキャストし順次伝搬させることで，行き先

道路の情報を取得するための散布プロトコルが提案さ

れている．車両の速度に応じて散布間隔を変化させる

ことで重複する情報を抑制し，効率的に散布伝搬を行

うことができると示されている．

またインターネットなど他のネットワークへの接続

の通信補完に車車間ネットワークを利用することも研

究されている．文献 4)では第 3世代のセルラーネット

ワークのゲートウェイ車両へ車車間通信を用いて接続

するモデルを提案し，ルーティング方式としてAODV

の適用性について評価をしている．

以上のように現在車車間ネットワークに対して様々

な研究が行われているが，これらの研究のコンセプ

トとしては車車間通信による情報散布と車車間ネット

ワークにおける通信ルート構築という 2つに大きく分

類することができる．文献 3)，7)は前者の例であり，

文献 2)，4)，8) は後者の例である．車車間通信によ

る情報散布においては，各車両の持つ道路情報や交通

情報を道路の後方エリアまたは遠隔のエリアを走行中

の車両へ伝搬する方式が提案されている．また車車間

ネットワークにおける通信ルート構築においては，ア

ドホックネットワークのルート構築方式の適用と改良

が提案されている．

このように車車間通信を用いた情報散布や車車間

ネットワークの構築が検討されているが，車両によ

るアドホックネットワークでは，車両の移動とともに

ネットワークも移動してしまいサービスエリアを地理

的に固定することはできない．しかし，ITSにおける

安全運転支援システムでは，事故多発地点や分合流地

点など道路上の地点に依存してサービスを提供するよ

うなアプリケーションが数多く存在する．また，この

ようなエリアが，事故車両や工事車両などによって一

時的に必要となる場合や，路車間通信システムなどで

カバーされていない道路区間で必要となる可能性もあ

る．したがって，車車間ネットワークを用いて道路上

に固定的なサービスエリアを提供することに対応した

通信プロトコルが必要である．
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3. ネットワーク道路

本研究では車車間ネットワークの利用形態として，

事故多発地点や高速道路の分合流地点といった特定地

点における走行支援システムを想定している．こうし

たシステムは，あらかじめ設置された路側ユニットや

特定の車両からの補助を受けるなどして，道路上の固

定エリアでサービスを提供する．このように特定道路

区間に車車間通信による道路固定型アドホックネット

ワークが構成維持され，走行支援サービスを利用でき

る道路を本研究ではネットワーク道路と呼ぶ．

3.1 ネットワーク道路の定義とその特徴

本稿ではネットワーク道路とは，設定されたサービ

スエリア全体において信頼性の高いネットワークが構

成されており，そこに入った車両が走行支援システム

を利用できる道路と定義する．その特徴として以下の

4つがある．

サービスエリアの設定

サービスエリアは道路の固定的なエリアに設定さ

れる．サービスエリアの定義は，あらかじめ設置

された路側ユニットや停止した車両によって与え

られることが想定される．

サービスエリアの検知

車両がサービスエリアの境界を検知できる必要が

ある．路側ユニットが設置されている場合は，各

車両は路側ユニットのビーコンなどによりエリア

を検知しサービスの利用を開始する．このほかに，

放送や他の ITS サービスなどでサービスエリア

の座標情報をもとにエリアを検知する方法も考え

られる．

車両のみによって構成

上記のサービスエリアの設定と検知に関すること

を除いて，基本的に車両のみによってネットワー

クを構築する．アプリケーションによっては基地

局と通信することがおおいに考えられるが，必ず

しもその存在を前提としない．

通信ルート

エリアへの流出入が次々に発生する中で各車両に

対し，即座に走行支援サービスを利用可能にする

必要がある．そこでエリア全体をカバーする最も

安定な通信ルートを構築する．

以下，本稿を通じて，サービスエリアの設定と検知

に関して，最も単純なケースとして路側ユニットが存

在することを想定する．しかし，上記のように路側ユ

ニットの役割は，サービスエリアの位置を規定するこ

とであり，インターネットなどの通信上のゲートウェ

イとしての役割とは異なる．したがって，位置の規定

さえできれば，停止した車両，たとえば，事故車両や

工事車両でも同様の役割を果たすことができる．

3.2 想定される利用形態

高速道路の分合流や交通事故の発生しやすい地点な

ど，あらかじめ特定できる場所については，路側ユニッ

トによりサービスエリアの位置を指定し，提案手法を

用いて走行支援を行うことが考えられる．各車両は自

車両の走行データ（位置，速度，加速度など）をセン

シングして，車車間通信を用いて路側ユニットに送信

する．現在の走行状態を取得するだけでなく，これを

蓄積することによって統計データとしても利用できる．

路側ユニットはこのデータを分析することによって特

定の車両に対して走行制御の指示を送信することがで

きる．

また，交通事故や道路工事のように車両間で情報伝

達が必要となる場合，その近傍に一時的にサービス

エリアを形成し，提案手法を用いて情報伝達を行うこ

とが考えられる．このような場合，事故車両や工事車

両を先頭として，道路上の特定の位置に固定したアド

ホックネットワークが必要となる．

3.3 要求条件と問題点

以下に，ネットワーク道路の構築における要求条件

をあげる．

1. サービスエリア規模

1対 1の局所的な衝突防止のみではなく，エリア

全体としてサービスを行うためには路側ユニット

から数百メートル以上をサービスエリアとしてカ

バーすることが要求される．

2. 位置に固定したアドホックネットワーク

通常アドホックネットワークで構成された通信ルー

トは，そのノードの移動とともに位置が移動する．

車車間ネットワークのようにノードの速度が大き

い場合それはより顕著になると考えられる．ネッ

トワーク道路のように位置に固定したネットワー

ク構成ではルータとなっている車両がサービスエ

リアから流出する可能性がある．そこで，サービ

スエリアが車群とともに移動しないように制御

し，地理的にあらかじめ設定したサービスエリア

にネットワークがより長くとどまるようなネット

ワーク構成が要求される．すなわち，地理的にい

かに固定されているかに着目した要求条件である．

3. 安定性の高い通信ルート構築

車両という移動性の高いノードにおいて安全運転

支援や情報伝達を行うためには，通信ルートの維

持時間の大きい安定したルート選択を行うことが
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要求される．すなわち，車両の移動の影響を受け

ないルートの安定性に着目した要求条件である．

3.の条件については前章で紹介したような従来の車

車間ネットワークに関する研究でも検討が行われてい

る4),8)．しかし 1.と 2.の条件についてはネットワー

ク道路という利用形態に特徴付けられる条件である．

そのため従来のルート構築方式では考慮されておらず，

ネットワーク道路構築における問題点と考えられる．

4. ネットワーク道路構築手法の提案

4.1 ネットワークモデルと提案概要

図 1 に本提案におけるネットワークのモデルを示

す．まず道路上の各車両をほぼ一定間隔ごとにグルー

プリーダ車両を設定しグループ化する．さらに各グ

ループリーダ間でルート構築を行い，サービスエリア

全体をカバーする通信ルートを確保する．このルート

がサービスエリア全体の最も安定したルートであると

し，走行支援システムのネットワークとして各車両へ

のデータ転送に利用する．またグループ間ごとにルー

ト構築されているため，車両とともにネットワークが

移動しルート上のある車両がサービスエリアから流出

しても，ルートの一部のみ再構築すれば十分である．

したがって，ネットワークの移動によるルート再構築

を低減し，サービスエリア内にとどまるようなネット

ワーク構成となっている．

このようなネットワークモデルで，前章の要求条件

を満たす車車間ネットワークのルート構築方式を提案

する．本方式はグループ化ネットワーク構成と走行特

性ルート選択を組み合わせた方式となっている．

グループ化ネットワーク構成では，まず周辺車両と

グループを形成する．図 1 のように車両グループは

ほぼ一定間隔の配置状態に収束する．このグループ間

で通信ルートを構築し，データ転送に利用することで

エリア規模の拡大に対応することができると考えられ

る．さらに車両グループを形成する際のリーダの車両

として，速度が小さい車両を選択するように制御を行

う．これによりサービスエリア内により長くとどまる

ようなネットワーク構成を実現できると考えられる．

走行特性ルート選択では，動きの安定した車両を

ルータ車両として選択するという方針で制御を行う．

これは車車間の各リンクにおいて切断が起こることを

抑え，安定性の高い通信ルートを構築するためである．

そこでルート検索処理において車両の走行特性である

速度，加速度を利用する．

図 1 提案手法による通信ルート構成モデル
Fig. 1 Communication model with vehicle groups.

図 2 車両の状態とグループの関係
Fig. 2 State of vehicle and vehicle groups.

4.2 グループ化ネットワーク構成

4.2.1 車両グループ形成方法

本提案では車両は走行中に周辺車両と車車間通信を

行い車両グループを形成し，維持する．各車両グルー

プには 1台のリーダ車両が存在する．以下では，車車

間通信を利用し，このような車両グループの形成方法

を提案する．図 2 に車両の状態とグループの関係を

示す．

各車両は State1，2，3いずれかの状態をとるもの

とする．State1は車両グループのリーダ車両の状態を

示し，各車両グループに 1台ずつ存在する．各車両か

らの通信はリーダ経由で行われ，近隣のリーダ車両や

路側ユニットに中継される．State2はリーダ車両の通

信範囲内におりその車両グループに属するメンバ車両

の状態を示す．State3は車両グループにも属さずに孤

立している車両の状態を示す．ただし，自分の通信範

囲内に State1のリーダ車両がいない場合は，単独で

存在する State1の車両に移行するので，この State3

は車両の初期状態や車両グループ形成における過渡的

な状態として生じる．図 3 にグループ形成の際の各

車両の状態遷移を示す．

State1 のリーダ車両は定期的に周辺車両にリーダ

確認パケットを送信する．リーダ確認パケットがその

リーダ車両のグループに属するメンバ車両に受信され

ることで車両グループが維持される．State2のメンバ

車両はこのリーダ確認パケットを自分の車両グループ
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図 3 グループ形成の状態遷移図
Fig. 3 State transition diagram.

のリーダから受信しているかどうかを定期的にチェッ

クする．State3の孤立した車両は定期的に周辺車両に

リーダ要求パケットを送信する．これによって孤立し

ている車両は自分をリーダとする新しい車両グループ

を形成することを周辺車両に対して要求し，他リーダ

からの応答がなければ State1へ変化する．このよう

なリーダ確認パケットやリーダ要求パケットを受信し

た車両が受信時の自分の車両の状態に基づいて処理を

行うことで車両グループ形成が行われていく．

本提案では形成した車両グループ間で通信ルートを

構築し利用する．この通信ルートがサービスエリア内

により長くとどまり利用時間が大きくなるように，車

両グループのリーダ車両は速度が小さいものが選択さ

れるように制御を行う．State1 のリーダ車両はリー

ダ確認パケットを定期的にブロードキャストし，その

確認応答からメンバ車両の把握を行っている．このメ

ンバ車両からの確認応答には速度情報が含まれてい

る．確認応答を受信したリーダ車両は，自車両より速

度の小さい車両を検知すると，その車両にリーダ要求

パケットを送り，リーダの交代を要求する．リーダ要

求パケットを受信した車両は，リーダ交代の処理であ

ると判断し State1の状態に移行し新規のリーダ車両

となる．

リーダ車両どうし，すなわちグループどうしが接近

した場合は，一方のリーダを選択し他方はそのメンバ

へ変化しグループを再構成する．このとき速度の小さ

い方を優先してリーダ車両に選択する．

State1 のリーダ車両がサービスエリアから流出し

た場合，流出したリーダ車両，残された State2のメ

ンバ車両ともに，一時的にパケット散布ができない状

態になる．流出したリーダ車両は State1を維持する

がサービスエリアの外にいるため，パケットの送受信

は行えなくなり，残されたメンバ車両はリーダ車両と

図 4 データ転送方式
Fig. 4 Data transfer method.

通信できないため一時的にパケット散布ができない状

態になる．ただし，リーダ確認パケットのタイムアウ

トにより，State3に移行し，そこから再びリーダを選

択するプロセスに入る．

同時に複数の車両がリーダになった場合，お互いの

リーダ確認パケットもしくはリーダ確認応答パケット

を受信し，速度が最も小さい車両の車両はリーダのま

まで，それ以外の車両は State3に移行する．

また，リーダ要求パケットの送出契機は，State3の

孤立した車両が定期的に周辺車両に送信する場合と，

State1 のリーダ車両の速度が小さい車両とのリーダ

交代の場合の 2つある．

4.2.2 データ転送方式

上記のような形成方法によって，道路上に分布する

速度の小さい車両をリーダとするグループに収束す

る．グループリーダとなった車両はまず近接のリーダ

車両への通信ルートを構築し，またその後リンク切断

を検知した場合などは再構築を行い，グループ間の通

信ルートを維持する．このグループリーダ間のルート

構築方式については次節で述べる．また，リーダ車両

はグループ形成におけるリーダ確認パケットの送信に

よってメンバ車両を把握しており通信可能な状態であ

る．図 4 のように車両グループが形成され，そのグ

ループリーダ間で通信ルートが構築されている状態

を考える．従来のリアクティブ方式では送信元車両 S

は宛先車両 D への通信ルートを検索し確立したうえ

でデータ転送を開始するが，本提案ではグループリー

ダ間で通信ルートが構築されておりこれを利用する．

データパケットはグループリーダ間の通信ルートを順

に経由させていき途中で宛先車両を発見し次第データ

パケットを送信するという方針である．これは道路と

いう直線形状のエリアに車両グループが配置されてい

ることから実現可能である．まず車両 S は自分の属

するグループのリーダ車両：L1 へデータパケットを

転送する．これを受信した車両 L1は近接のグループ

リーダ車両：L2 へデータパケットを転送する．ここ

ではエリア入口設置の路側ユニットからの走行制御を

想定し，前方リーダへ転送する．転送方向を特定でき
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図 5 ルート発見の流れ
Fig. 5 Route discovery process.

ないデータの場合は両方向へ転送する．車両 L2は自

分のメンバ車両の中にデータパケットの宛先である車

両Dがいれば送信し，いなければさらに近接のグルー

プリーダ車両：L3 へデータパケットを転送する．車

両 L3は自分のメンバ車両の中に宛先である車両Dが

いることを確認し送信し，データパケットの転送が完

了する．

このようなデータ転送方式によって各車両は宛先車

両への通信ルートを構築せずに即座にデータ転送を開

始することが可能である．走行支援システムのように

プライオリティの高いサービスのために，このように

サービスエリア全体に 1つの信頼性の高い通信ルート

を構築し利用する方式が適している．

4.3 走行特性ルート選択

本研究では 2つの車両間におけるルート構築方式と

して走行特性ルート選択方式を提案する．これは車両

の走行特性である速度および加速度をメトリックとし

て利用したリアクティブルーティング方式であり，既

存のリアクティブ方式である DSRにメトリック情報

を付加し，リンク切断の起こりにくい安定したルート

選択を制御する方式である．

リアクティブルーティングでは各ノードはルート情

報の記載されたルーティングテーブルを保持する．ルー

ト構築の手順は以下のような処理の流れで行われる．

また図 5 にルート構築の具体例を示す．

ルート要求パケットの送信

データ送信を行う際送信元ノードはこのルーティ

ングテーブルに宛先へのルート情報があれば

それを用いてデータ送信を開始し，なければ新

たにルート構築するためにルート要求パケット

RREQ（Route REQuest）をブロードキャスト

する．RREQを受信したノードはさらにブロード

キャストを繰り返し，フラッディングが行われる

ことで宛先ノードを検索する．ここで各ノードは

RREQの IDが記載されたブロードキャストテー

ブルを保持し，すでに受信済みである RREQに

ついては再ブロードキャストは行わずフラッディ

図 6 相対速度と加速度によるルートの安定性
Fig. 6 Route stability estimation using relative velocity

and acceleration.

ングの重複を防止する．

ルート応答パケットの返信

宛先ノードは RREQを受信するとルート応答パ

ケット RREP（Route REPly）を，RREQが中

継されてきたルート情報を用いて送信元ノードへ

返信する．

ルート情報の決定

RREP を受信した送信元ノードはそのルート情

報をルーティングテーブルに加えてルート構築が

完了する．

本提案ではここで RREQの情報にメトリック値を

付加し，その値を用いて最適なルート情報を選択する．

RREQのフラッディングが行われる際，中継するノー

ドは前ホップノードとの相対速度および自身の加速度

をメトリック値に累積していく．宛先ノードはRREP

にこのメトリックを付加して返信を行う．送信元ノー

ドは 1回のルート要求に対して複数の異なるルート情

報を RREPから取得するが，その中からメトリック

値の最小のものを最もリンク切断が起こりにくく安定

したルートであると判断し選択する．

メトリック値 M は次のような式 (1)で表される．

M = Σ{|V p − V | + |t · α|} (1)

ここで V p [km/h]は前ホップ車両の速度，V [km/h]

は自車両の速度，α [km/h/sec]は自車両の加速度をそ

れぞれ表している．t [sec]は加速度 α に対する重み付

けとなっており，今回 t = 1 としている．リンク切断

が起こりにくく安定したルートであると判断するため

には，まず各リンクの相対速度が小さいことが基準と

なると考えられる．

しかし図 6 のように，車両 aと bの間の相対速度

と車両 aと cの間の相対速度を比較したとき ab間の

値の方が小さかったとする．したがって相対速度の小

さい ab間の方がリンク切断が起こりにくく安定であ

るとまず考えられる．しかし車両 bと cそれぞれの加

速度について考慮し bの加速度が大きい場合は，今後

車両 bについてリンク切断は起こりやすいと考えられ

る．このようにリンクの安定性には相対速度と加速度

が影響するので，ルート情報に対するメトリック値は
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これらの累積値で表し値の小さいものが安定したルー

トであると判断できる．

5. 評 価

5.1 シミュレーション

本提案を計算機シミュレーションによって評価を行っ

た．図 7 のようにシミュレーションのモデルを構成

した．

高速道路環境におけるネットワーク道路の構築を想

定し，サービスエリアとして直線形状の道路区間を設

定した．各車両はサービスエリアの片側から流入し，

もう片側へ通過するもしくはサービスエリア内に設け

られた分流点より流出する．またサービスエリアの入

り口には走行支援サービスを提供する路側ユニットを

設置する．路側ユニットとの接続車両はデータの宛先

車両へ車車間で構築された通信ルートを用いてデータ

パケットを転送する．

シミュレータには独自のイベント駆動型のシミュレー

タを用いた．また，車両はポアソン分布に従って到着

し，初期速度は車線の平均車両速度と等しいものとし

た．到着の後，車両の加速度は，前方車両との車間距

離に応じて加減するようモデル化した．これにより，

速度が可変し，車両どうしの衝突を避けるとともに，

車両密度を保つことが可能となる．

シミュレーション条件は表 1 のように設定した．

通信コネクションについて以下のように設定した．

ネットワーク道路においてはサービスエリア全体に通

信ルートが確立されていることが必要である．また小

図 7 シミュレーションモデル
Fig. 7 Simulation model.

表 1 シミュレーション条件
Table 1 Simulation parameters.

エリア長，車線数 直線 200～1,200 (m)，3 車線
車両密度 15～120 (vehicle/km)

車両の発生 ポアソン分布
平均車両速度 車線 1～3：80，90，100 (km/h)

無線通信規格，無線距離 IEEE802.11b，100 (m)

リーダー確認・
要求パケット発生周期 100 (msec)

データパケット発生周期 10 (msec)

総データパケット数 10,000

容量のデータを様々な車両に対して送信するサービス

形態であると考えられる．このことを評価するために，

路側ユニットとの接続車両およびエリア長分だけ離れ

た 2台の車両を送信受信のコネクションとして設定し，

1 sec ごとに再設定を行った．なお，本評価では提案

プロトコルは IPレベルで動作するという前提で評価

を行った．

5.2 比較方式と評価項目

以下の 4つのルート構築方式を比較方式として評価

を行った．DSR：リアクティブ型の代表的な既存方式，

DSR+Metric：走行特性メトリックを利用したDSR，

Proposal：グループ化ネットワーク構成と走行特性

ルート選択を組み合わせた提案方式，No min speed：

速度によるリーダ選択をしないグループ化構成と走行

特性ルート選択を組み合わせた方式．

以下の項目について評価した．

パケット到着率

到達パケット数/総パケット数．ルート情報を保

持していないまたはリンク切断により通信ルート

が確立されていない場合は，パケットロスとカウ

ントし再送処理は行わない．

平均ルート維持時間

ルートテーブルに記載されたルート情報がリンク

切断時に発生する RERR（Route ERRor）によ

り削除されるまでの時間を示す．ここでルート情

報の有効期限は 3 secと設定しており，平均ルー

ト維持時間は 0～3 secの値で示される．

オーバヘッド

ルート構築処理における制御パケットである

RREQ，RREP，RERRの通信量を示す．DSR

において制御パケットのサイズは宛先までのホッ

プ数により変化するが 20–40Byte程度であり，平

均制御パケットサイズを 40Byteとして算出した．

また，グループ形成の制御パケットのリーダ要求

パケット，リーダ要求応答パケット，リーダ確認

パケット，リーダ確認応答パケットの送受は含ま

れていない．

平均ホップ数

各方式により構築されたルートの平均ホップ数を

示す．

5.3 評 価 結 果

5.3.1 パケット到着率

図 8 にパケット到着率とサービスエリア長の関係を

示す．サービスエリア長が大きくなるとホップ数も増

加しパケット到着率は低下するが，各方式について比

較すると DSRと DSR+Metricの値の低下に比べて，
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図 8 サービスエリア長に対するパケット到着率
（車両密度 60 vehicle/km）

Fig. 8 Packet arrival rate vs. service area length (vehicle

density 60 vehicle/km).

ProposalとNo min speedは値の低下が緩やかになっ

ている．この理由は第 1にDSRとDSR+Metricでは

宛先までのルート情報を全体として構築し管理してい

るのに対し，Proposal と No min speed ではグルー

プ間ごとにルート構築しているためにリンク切断が起

こりにくくなっていることである．第 2 に Proposal

と No min speed ではグループ間で構築された通信

ルートを利用することで，送信元車両は自身で宛先へ

のルート情報を保持していなくてもデータ転送を実行

することが可能であるからである．

DSRと比較しDSR+Metricの値が上回っているの

は，走行特性ルート選択によってリンク切断の起こり

にくい安定したルート情報を選択しているためである．

No min speed と比較し Proposal の値が上回って

いるのは，速度の小さい車両をグループリーダとして

選択しているため，グループ間のルートのサービスエ

リア内に存在する時間が大きくなり，ルートの再構築

が起こりにくいためである．

図 9 にパケット到着率と車両密度の関係を示す．各

方式どうしの比較については図 8 の場合と同様の理

由であると考えられる．全体的な傾向としてどの方式

も，まず車両密度の増加にともないパケット到着率も

増加し，車両密度が 60 vehicle/km以上になると到着

率は一定値に収束している．また車両密度 30のとき，

すなわち車間距離が約 100m と高速走行に十分であ

るとき提案方式は DSRの約 2倍の値を示している．

以上から，走行特性ルート選択の制御，またグルー

プ化ネットワーク構成それぞれの提案よってパケット

到着率が向上したことが確認できた．

5.3.2 平均ルート維持時間

図 10 に平均ルート維持時間とサービスエリア長

の関係を示す．DSRとDSR+Metricの値はサービス

エリア長が大きくなるに従い低下しているのに対し，

図 9 車両密度に対するパケット到着率
（サービスエリア長 800 m）

Fig. 9 Packet arrival rate vs. vehicle density (service area

length 800m).

図 10 サービスエリア長に対する平均ルート維持時間
（車両密度 60 vehicle/km）

Fig. 10 Average route available period vs. service area

length (vehicle density 60 vehicle/km).

ProposalとNo min speedについて見ると，サービス

エリア長の変化に対してほぼ一定した値となっている．

これはグループ化ネットワーク構成により通信ルート

がグループ間ごとに構築されているので，エリア長が

大きくなっても各通信ルートのホップ数はほぼ一定な

ためである．

Proposal と No min speed を比較すると，サービ

スエリア長が大きい場合（800m以上），Proposalの

値が上回っている．この理由は第 1に Proposalでは

速度の小さい車両をグループリーダに選択している

ことにより，ルートのサービスエリア内での存在時間

が大きくなり，ルートの再構築が起こりにくくなった

ためである．また第 2 に各グループリーダどうしの

速度が小さい値に収束しているためにお互いの走行

特性が近くなり，グループ間で安定なルート選択を実

現しやすくなっているためである．一方，サービスエ

リア長の小さい場合（800m 以下）は，Proposal と

No Min speedで顕著な差は現れていない．本提案は

全体としてグループリーダがサービスエリアに滞在す

る時間が長くなることを期待している．しかし，そも
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図 11 サービスエリア長に対するオーバヘッド
（車両密度 60 vehicle/km）

Fig. 11 Amount of control packets vs. service area length

(vehicle density 60 vehicle/km).

そもサービスエリア長が小さいと，速度の小さな車両

をグループリーダに選択しても，その車両のサービス

エリアでの滞在時間が短いため，Proposal の効率に

顕著な向上は見られなくなる．

以上から，走行特性ルート選択によってルート維持

時間の大きい安定なルートが選択されていること，グ

ループ化ネットワーク構成によってサービスエリア規

模の拡大に対応したルート構築が実現できていること

が確認できた．

5.3.3 オーバヘッド

図 11 にオーバヘッドとサービスエリア長の関係を

示す．オーバヘッドはルート構築の制御パケットであ

る REEQ，RREP，RERRであるが，ルート検索の

ためにフラッディングが行われる RREQが最も影響

する．サービスエリア長が大きくなることで RREQ

によるルート検索の範囲が拡大するので値が増加して

いる．

DSR と DSR+Metric を比較すると DSR+Metric

の方が値が大きい．フラッディングでは RREQの ID

を管理し受信済みの RREQの再ブロードキャストを

防止している．しかし DSR+Metricではより安定な

ルートを検索するために，受信済みのRREQであって

もメトリック値のより小さいものについては再ブロー

ドキャストを行うためオーバヘッドが増加している．

Proposal と No min speed について見るとほぼ同

程度の値を示しており，DSR+Metric と比較すると

値は増加している．

DSR+Metric では送信元車両からエリア全体に

RREQがフラッディングされる．一方，Proposalと

No min speedではグループ化ネットワーク構成によ

りグループリーダ間ごとでルート構築が行われる．こ

のとき，各リーダは前後の近接リーダが存在すると考

えられる範囲に限定して RREQをフラッディングす

図 12 サービスエリア長に対する平均ホップ数
（車両密度 60 vehicle/km）

Fig. 12 Average number of hops vs. service area length

(vehicle density 60 vehicle/km).

る．そのため，近接リーダどうしでフラッディングの

範囲に重複が生じる．したがって，同じサービスエリ

ア長でも DSR+Metricに比べてオーバヘッドが増加

していると考えられる．このオーバヘッドは今のとこ

ろ安定性の高いルートを維持するうえで許容せざるを

えないオーバヘッドである．

以上のことから本提案の適用によって既存方式であ

る DSRよりオーバヘッドは増加することが確認され

るが，サービスエリア長の拡大に対応するためであり

本提案の有用性は保たれると考えられる．

5.3.4 平均ホップ数

図 12 に平均ホップ数とサービスエリア長の関係

を示す．DSR と DSR+Metirc に比べ，Proposal と

No min speedではサービスエリア長の増加に対する

ホップ数の増加量が大きいことが分かる．これはDSR

と DSR+Metircでは最短ルートを使用しようとする

のに対し，ProposalとNo min speedでは先にグルー

プを構成し，その間をつなぐルートを構築するため，

必ずしもグローバルに最短ルートを使用するわけでは

ないからである．

6. お わ り に

本稿では，走行支援を提供するために特定道路区間

に対する車車間ネットワーク環境の実現を目指し，特

定道路区間にとどまる道路固定型ネットワークについ

て考察し，速度の小さい車両をリーダとしたグループ

化ネットワーク構成と走行特性を利用したルート選択

による，ルート構築方式を提案した．

計算機シミュレーションによって評価を行った結果，

サービスエリア長が 1,200mのときに，既存方式では

パケット到着率が 20%まで大幅に低下するのに対し，

提案方式では必ずしもグローバルに最短ルートを使用

するわけではなく，平均ホップ数が増加するが，パケッ
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ト到着率は 70%と高い値を保つことが可能であると示

された．以上のことからサービスエリア規模の確保や

エリア内により長くとどまる位置依存のネットワーク

構成という点に対し本提案の有効性が示され，ネット

ワーク道路の構築手法として提示することができた．

今後，車車間通信において走行支援が求められる交

差点や合流など，より複雑な道路環境に適用するため

に，本稿で提案した方式を拡張する予定である．
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